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図１ 過去２０年間のドル円相場の推移
（１９９０年１月～２０１０年１０月）

出所）Bloomberg データ等を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

表１ 回答企業の業種別構成

業 種 企業数 構成比（％） 業 種 企業数 構成比（％）

食料品 ３０ ６．０ 漁業 ６ １．２

繊維製品 ５ １．０ 建設業 ７４ １４．９

化学・石油製品 １６ ３．２ 卸売業 ５９ １１．８

窯業・土石・生コン ３７ ７．４ 小売業 ４８ ９．６

鉄鋼・非鉄 １６ ３．２ 不動産業 １１ ２．２

金属製品 ２５ ５．０ 輸送・倉庫業 ３１ ６．２

一般機械 ２４ ４．８ ホテル・旅館業 ２２ ４．４

電子部品・電気機械 １５ ３．０ サービス業 ３９ ７．８

輸送用機械 ２８ ５．６ その他非製造業 ０ ０．０

その他製造業 １２ ２．４ 合計 ４９８１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。
※鉄鋼・非鉄については福岡県・長崎県のみ。

現在、円高が急激に進展し、政府による為替

介入や日本銀行による金融緩和が実施されたに

も関わらず、対米ドルでの円相場（以下：ドル

円相場）は過去最高の水準（１９９５年４月１９日：７９

円７５銭）にまで達しつつあります。（図１）（本稿

執筆時：１１月１１日時点）

急激かつ継続的な円高は大手製造業を中心と

した「外需型」の輸出関連企業の売上、収益に

直接的な悪影響が及ぶ他、輸出関連企業と取引

を行っている下請・関連企業や、「内需型」の

企業に対しても、直接、間接的に様々な影響を

及ぼすことが想定され、地場企業に対しても大

きな影響を及ぼしていると思われます。（図２）

そこで今回は、福岡県、熊本県、長崎県の企

業を対象に９月から１０月にかけて実施した「円

高が及ぼす企業経営への影響に関する緊急アン

ケート調査」の調査結果を基に、円高が地場企

業に対して及ぼしている影響の実態や、円高に

対する企業の対応策等についてレポートいたし

ます。

地域経済調査

図２ 円高によって想定される影響（イメージ）

出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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図３ 円高による影響

１、円高による影響の有無

「円高の影響を受ける」と回答した企業は全体

の４割

まず、円高による影響の有無について尋ねた

ところ、「既に影響を受けている（１７．４％）」及

び「今後影響を受ける可能性がある（２２．７％）」

と回答した先が全体の約４割（４０．１％）に達して

います。製造業、非製造業別では、製造業で円

高の影響を受ける割合が５割（５０．０％）と高く

なっている反面、非製造業は３割程度（３３．０％）

となっています。（図３）

業種別では、製造業では「鉄鋼・非鉄」「一

般機械」、非製造業では「輸送・倉庫業」「ホテ

ル・旅館業」等が「円高の影響を受ける」と回

答した比率が高くなっています。

大半の企業がマイナスの影響を受ける

「円高の影響を受ける」と回答した企業の内、

８割以上（８５．３％）が損益上「マイナスの影響を

受ける（かなりのマイナス、多少のマイナスと

回答）」と回答しています。特に製造業では「マ

イナスの影響」と回答した比率が９割近く

（８９．８％）に達しています。（図４）

ただし、製造業の中でも「土石・生コン」や、

非製造業の「輸送・倉庫業」等、一部の業種で

は「プラスの影響（かなりのプラス、多少のプ

ラスと回答）」と回答している比率が高くなっ

ています。

影響を受ける理由の多くが直接的なものではな

く間接的なもの

円高の影響を受ける理由としては、製造業で

は「取引先企業からのコスト削減要求拡大

（４１．７％）」「取引先企業の生産・仕入の海外シ

フト（３５．９％）」、非製造業では「円高に伴う国

内需要の縮小（３５．８％）」を挙げる割合が、「円

ベースでの販売価格の低下（製造業：２６．２％、

非製造業２２．１％）」よりも高くなっています。

つまり、マイナスの影響を受けている企業の

多くは、直接的に円高の影響を受けているので

はなく、円高の影響を受けている企業や国内景

気の動向に影響を受けている、つまり間接的に

影響を受けている、と言うことが出来ます。

図４ 損益上で受ける影響度合い

図５ 円高の影響を受ける理由（複数回答）
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なお、円高について「プラスの影響を受ける」

と回答した先（１４．７％：図４参照）については、

「円ベースでの仕入価格の低下（１７．２％）」を挙

げる割合が高くなっています。（図５）

円高の影響を受けない海外取引を実施している

企業も存在

円高の影響について「円高の影響を受けない

（５９．８％：図３参照）」と回答した企業に対してそ

の理由を尋ねたところ、そのほとんど（８７．５％）

は「海外との取引を行っていない」というもの

でしたが、全体の１割弱（７．１％）の企業が「海

外との取引は行っているが、為替の影響を受け

ない取引を行っている」と回答しています。

なお、「為替の影響を受けない取引」の具体

的な内容について回答先数社にヒアリングを

行ったところ、「円建てで輸出取引を行ってい

る」もしくは「輸出、輸入について米ドルで取

引を行うことで、為替の影響を相殺している」

等の取り組みを行っていることが分かりました。

２、ドル円相場の採算、許容レート

現在のレートでは大半の企業が採算割れであり、

これ以上の円高は許容出来ない

次に、「円高の影響を受ける」と回答した先

に対して、ドル円相場の採算レートと、許容出

来るレートについて尋ねたところ、採算レート

については９割以上（９２．６％）、が「８６円より円

安」と回答しています。特に製造業に関しては、

「８６円より円安」と回答した企業の割合が９６．７％

にまで達しています。

また、許容出来るレートについても８割以上

（８３．３％）が「８６円より円安」と回答しており、

８０円を超える円高についてはほぼ全て（９７．６％）

の企業が許容出来ないと回答しています。（図６）

３、円高に対する対応策

「コスト削減」「販路開拓」攻守両面での対応を

実施

「円高の影響を受ける」と回答した先に対し

て、円高に対する対応策を尋ねたところ（「円高

の影響は受けないため対応策は検討していな

い」と回答した先は除いて集計）、最も多く挙

げられた項目は製造業、非製造業とも「人件費

も含めたコスト削減（２７．８％）」で、その次に「新

しい販売先（国内）の開拓（２０．１％）」を挙げてい

ます。また、製造業ではその次に「製品・材料・

部品等の輸入を拡大（１３．８％）」を挙げる先が多

くなっており、地場企業の、円高等を利用して

コスト削減を図ると共に、新たな販路を開拓し

ようという、攻守両面での取り組みが伺えます。

なお、「影響は受けるが、特に対応策は検討し

ていない」と回答している先も２割程度（１８．７％）

存在しています。（図７）

地域経済調査

図６ 為替（ドル円）の採算レート（上段）と
許容レート（下段）
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図９ 海外との取引（含間接取引）が
売上に占める割合

日本や欧米諸国等の先進国の景気について二

番底が懸念されていること等もあり、今後の円

相場の動向は不透明な状況にあります。円高が

更に進展、もしくは現在の水準で定着してしま

うような事態に陥った場合は、更なる取り組み

が必要になってくると思われます。

参考：地場企業の海外との取引状況について

今回の調査に際して、地場企業の海外との取

引状況についても調査いたしました。その結果

を参考までにご紹介いたします。

輸出、輸入等を含め、海外と何かしらの取引

を行っている企業の割合は約４割（３７．８％）と

なっています。「円高の影響を受ける」と回答

した企業の割合とほぼ同程度の水準です。

具体的な取引内容としては、製造業は「直接

的な輸出取引（１８．５％）」「海外へ輸出される製

品に部品・材料を提供（１６．９％）」、非製造業は

「直接的な輸入取引（９．４％）」「訪日外国人観光

客へのサービス提供（９．４％）」が上位を占めて

います。（図８）

また、海外取引を行っている先に対して、売

上全体に占める海外取引の割合（間接取引を含

む）について尋ねたところ（「海外との取引なし」

と回答した先は除いて集計）、「売上全体の４０％

未満（１～２０％、２１～４０％）」と回答した先が９

割程度（８７．３％）を占めています。（図９）

（花谷 禎昭）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県３９９社（回答企業１５９社 回収率３８．９％）
熊本県１９５社（回答企業８５社 回収率４３．５％）
長崎県４３１社（回答企業２５４社 回収率５８．９％）
２．調査時点：２０１０年９月下旬～１０月上旬

図７ 円高に対する対応策（複数回答）

図８ 海外との取引内容（複数回答）
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損益上で受ける影響度合い

三県合計 回答
先数

構成比（％）

かなりマイナス 多少マイナス 多少プラス かなりプラス

全 産 業 １８４ ２５．５ ５９．８ １３．６ １．１
製 造 業 ９８ ３２．７ ５７．１ ９．２ １．０

食料品 ８ １２．５ ６２．５ ２５．０ ０．０
繊維製品 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １１ ２７．３ ５４．５ １８．２ ０．０
窯業 １ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ３ ０．０ ３３．３ ６６．７ ０．０
窯業・土石・生コン ４ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １３ ３８．５ ４６．２ １５．４ ０．０
金属製品 １５ ２６．７ ６６．７ ６．７ ０．０
一般機械 １８ ３８．９ ６１．１ ０．０ ０．０

電子部品・電気機械 １０ ２０．０ ８０．０ ０．０ ０．０
輸送用機械 １６ ５６．３ ４３．８ ０．０ ０．０
その他製造業 ３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ３３．３
非 製 造 業 ８６ １７．４ ６２．８ １８．６ １．２

漁業 ４ ０．０ ７５．０ ２５．０ ０．０
建設業 １５ ２６．７ ６６．７ ６．７ ０．０
卸売業 １９ １５．８ ５７．９ ２１．１ ５．３
小売業 １２ ８．３ ６６．７ ２５．０ ０．０
不動産業 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

輸送・倉庫業 １３ １５．４ ３８．５ ４６．２ ０．０
ホテル・旅館業 １１ ２７．３ ７２．７ ０．０ ０．０
サービス業 １２ １６．７ ７５．０ ８．３ ０．０

影響を受ける理由（複数回答：２個まで）

三県合計 回答
先数

回答数
（合計）

構成比（％）
取引先企業
からのコス
ト削減要求
拡大

取引先企業
の生産・仕
入の海外シ
フト

円ベースで
の販売価格
の低下

円高に伴う
国内需要の
縮小

円ベースで
の仕入価格
の低下

その他

全 産 業 １９８ ２９９ ３４．８ ２６．８ ２４．２ ３４．３ １７．２ １３．６
製 造 業 １０３ １６２ ４１．７ ３５．９ ２６．２ ３３．０ １０．７ ９．７

食料品 ９ １１ １１．１ ０．０ ４４．４ ３３．３ ２２．２ １１．１
繊維製品 ０ ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １２ １９ ３３．３ ２５．０ ２５．０ ５０．０ ８．３ １６．７
窯業 ２ ３ ０．０ １００．０ ０．０ ５０．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ３ ３ ０．０ ０．０ ０．０ ３３．３ ６６．７ ０．０
窯業・土石・生コン ５ ６ ０．０ ４０．０ ０．０ ４０．０ ４０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １２ ２０ ５８．３ ４１．７ ２５．０ １６．７ １６．７ ８．３
金属製品 １５ ２７ ５３．３ ４６．７ ６．７ ６０．０ ６．７ ６．７
一般機械 ２０ ３３ ５５．０ ３５．０ ４５．０ ２０．０ １０．０ ０．０

電子部品・電気機械 １０ １４ ４０．０ ３０．０ ３０．０ ２０．０ ０．０ ２０．０
輸送用機械 １７ ２９ ４１．２ ５２．９ ２３．５ ３５．３ ０．０ １７．６
その他製造業 ３ ３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ０．０ ３３．３ ０．０
非 製 造 業 ９５ １３７ ２７．４ １６．８ ２２．１ ３５．８ ２４．２ １７．９

漁業 ４ ５ ２５．０ ０．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０ ０．０
建設業 １９ ２７ ２６．３ １５．８ ２１．１ ３６．８ １５．８ ２６．３
卸売業 ２１ ３４ ２３．８ ２３．８ ２８．６ ４２．９ ２３．８ １９．０
小売業 １２ １７ ８．３ ８．３ ３３．３ ４１．７ ５０．０ ０．０
不動産業 ０ ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 １５ １９ ２６．７ １３．３ ０．０ ３３．３ ３３．３ ２０．０
ホテル・旅館業 １１ １６ １８．２ ９．１ ３６．４ ５４．５ ９．１ １８．２
サービス業 １３ １９ ６１．５ ３０．８ １５．４ ７．７ ７．７ ２３．１

為替の許容レート

三県合計 回答
先数

構成比（％）
７０円
より
円高

７０～
８０円

８１～
８５円

８６～
９０円

９１～
１００円

１０１円
より
円安

全 産 業 １６８ １．２ １．２ １４．３ ３４．５ ４１．７ ７．１
製 造 業 ９４ １．１ ０．０ １７．０ ３５．１ ４１．５ ５．３

食料品 ８ ０．０ ０．０ １２．５ １２．５ ７５．０ ０．０
繊維製品 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １２ ０．０ ０．０ ３３．３ ４１．７ ２５．０ ０．０
窯業 ２ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

土石・生コン １ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０
窯業・土石・生コン ３ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １２ ０．０ ０．０ １６．７ ３３．３ ５０．０ ０．０
金属製品 １３ ０．０ ０．０ ０．０ ３８．５ ４６．２ １５．４
一般機械 １８ ０．０ ０．０ ２２．２ ３３．３ ３３．３ １１．１

電子部品・電気機械 ９ ０．０ ０．０ ３３．３ ２２．２ ３３．３ １１．１
輸送用機械 １６ ０．０ ０．０ １２．５ ３１．３ ５６．３ ０．０
その他製造業 ３ ３３．３ ０．０ ０．０ ６６．７ ０．０ ０．０
非 製 造 業 ７４ １．４ ２．７ １０．８ ３３．８ ４１．９ ９．５

漁業 １ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０
建設業 １５ ０．０ ６．７ １３．３ ２６．７ ４０．０ １３．３
卸売業 １９ ０．０ ０．０ １０．５ ２６．３ ５７．９ ５．３
小売業 ８ １２．５ １２．５ ２５．０ ３７．５ １２．５ ０．０
不動産業 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 １０ ０．０ ０．０ １０．０ ４０．０ ５０．０ ０．０
ホテル・旅館業 ９ ０．０ ０．０ ０．０ ２２．２ ４４．４ ３３．３
サービス業 １２ ０．０ ０．０ ８．３ ５０．０ ３３．３ ８．３

為替の採算レート

三県合計 回答
先数

構成比（％）
７０円
より
円高

７０～
８０円

８１～
８５円

８６～
９０円

９１～
１００円

１０１円
より
円安

全 産 業 １６０ ０．６ ０．６ ６．３ ２７．５ ４８．８ １６．３
製 造 業 ９０ ０．０ ０．０ ３．３ ２８．９ ５２．２ １５．６

食料品 ７ ０．０ ０．０ ０．０ ２８．６ ５７．１ １４．３
繊維製品 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １２ ０．０ ０．０ ０．０ ４１．７ ４１．７ １６．７
窯業 ２ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０

土石・生コン １ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０
窯業・土石・生コン ３ ０．０ ０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０

鉄鋼・非鉄 １２ ０．０ ０．０ ０．０ ２５．０ ５８．３ １６．７
金属製品 １３ ０．０ ０．０ ０．０ １５．４ ６９．２ １５．４
一般機械 １６ ０．０ ０．０ １２．５ ２５．０ ３７．５ ２５．０

電子部品・電気機械 １０ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ３０．０ ２０．０
輸送用機械 １５ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ７３．３ ６．７
その他製造業 ２ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０
非 製 造 業 ７０ １．４ １．４ １０．０ ２５．７ ４４．３ １７．１

漁業 ２ ０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ０．０
建設業 １５ ０．０ ６．７ １３．３ １３．３ ４６．７ ２０．０
卸売業 １８ ０．０ ０．０ ０．０ ３３．３ ３８．９ ２７．８
小売業 ９ １１．１ ０．０ １１．１ ５５．６ １１．１ １１．１
不動産業 ０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 ９ ０．０ ０．０ ２２．２ １１．１ ６６．７ ０．０
ホテル・旅館業 ７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ８５．７ １４．３
サービス業 １０ ０．０ ０．０ １０．０ ３０．０ ４０．０ ２０．０

円高の影響を受けない理由

三県合計 回答
先数

構成比（％）

海外取引
なし

影響を
受けない
取引

その他

全 産 業 ２９５ ８７．５ ７．１ ５．１
製 造 業 １０３ ８６．４ ７．８ ４．９

食料品 ２０ ７５．０ １０．０ １５．０
繊維製品 ５ ８０．０ ０．０ ２０．０

化学・石油製品 ４ １００．０ ０．０ ０．０
窯業 ２ １００．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ３０ ９０．０ ６．７ ３．３
窯業・土石・生コン ３２ ９０．６ ６．３ ３．１

鉄鋼・非鉄 ３ １００．０ ０．０ ０．０
金属製品 ９ ７７．８ ２２．２ ０．０
一般機械 ４ ７５．０ ２５．０ ０．０

電子部品・電気機械 ６ ８３．３ ０．０ ０．０
輸送用機械 １１ ９０．９ ９．１ ０．０
その他製造業 ９ １００．０ ０．０ ０．０
非 製 造 業 １９２ ８８．０ ６．８ ５．２

漁業 ２ ５０．０ ５０．０ ０．０
建設業 ５５ ９８．２ １．８ ０．０
卸売業 ３６ ８３．３ ８．３ ８．３
小売業 ３６ ８３．３ ５．６ １１．１
不動産業 １１ １００．０ ０．０ ０．０
輸送・倉庫業 １６ ９３．８ ６．３ ０．０
ホテル・旅館業 １２ ４１．７ ４１．７ １６．７
サービス業 ２４ ９５．８ ０．０ ４．２

円高による影響

三県合計 回答
先数

構成比（％）

影響あり 今後影響あり 影響なし

全 産 業 ４８８ １７．４ ２２．７ ５９．８
製 造 業 ２０６ ２２．３ ２７．７ ５０．０

食料品 ２８ １０．７ １７．９ ７１．４
繊維製品 ５ ０．０ ０．０ １００．０

化学・石油製品 １６ ２５．０ ５０．０ ２５．０
窯業 ４ ０．０ ５０．０ ５０．０

土石・生コン ３３ ３．０ ６．１ ９０．９
窯業・土石・生コン ３７ ２．７ １０．８ ８６．５

鉄鋼・非鉄 １６ ４３．８ ３７．５ １８．８
金属製品 ２５ ２４．０ ３６．０ ４０．０
一般機械 ２４ ４１．７ ４１．７ １６．７

電子部品・電気機械 １５ ３３．３ ３３．３ ３３．３
輸送用機械 ２８ ３２．１ ２８．６ ３９．３
その他製造業 １２ ８．３ １６．７ ７５．０
非 製 造 業 ２８２ １３．８ １９．１ ６７．０

漁業 ５ ０．０ ６０．０ ４０．０
建設業 ７１ １１．３ １４．１ ７４．６
卸売業 ５８ １７．２ ２０．７ ６２．１
小売業 ４７ ６．４ １９．１ ７４．５
不動産業 １１ ０．０ ０．０ １００．０
輸送・倉庫業 ３１ ２９．０ １９．４ ５１．６
ホテル・旅館業 ２２ ２７．３ ２２．７ ５０．０
サービス業 ３７ ８．１ ２４．３ ６７．６
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円高に対する対応策（複数回答：３個まで）

三県合計 回答
先数

回答数
（合計）

構成比（％）
海外にお
ける生産
体制の強
化

新しい販
売 先（海
外）の 開
拓

新しい販
売 先（国
内）の 開
拓

製品・材
料・部品
等の輸入
を拡大

人件費も
含めたコ
スト削減

為替取引
の見直し

海外通貨
ベースで
の価格引
き上げ

その他
影響は受ける
が、特に対応
策は検討して
いない

円高の影響は
受けないため、
対応策は検討
していない

全 産 業 ４４９ ６４１ ３．６ ６．２ １８．７ ８．７ ２５．８ ６．９ ３．６ ２．２ １７．４ ４９．７
製 造 業 １９０ ３０９ ６．３ １１．１ ２１．６ １６．８ ３５．３ ９．５ ５．８ １．６ １４．２ ４０．５

食料品 ２８ ４５ ３．６ １７．９ １７．９ １４．３ １０．７ １４．３ ０．０ ０．０ ２８．６ ５３．６
繊維製品 ４ ６ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ７５．０

化学・石油製品 １５ ２６ ６．７ １３．３ ６．７ ２０．０ ４０．０ ２６．７ ６．７ ６．７ ３３．３ １３．３
窯業 ２ ３ ０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ５０．０ ０．０

土石・生コン ２６ ２７ ０．０ ０．０ ３．８ ０．０ ３．８ ０．０ ０．０ ０．０ １１．５ ８４．６
窯業・土石・生コン ２８ ３０ ０．０ ３．６ ３．６ ３．６ ３．６ ０．０ ０．０ ０．０ １４．３ ７８．６

鉄鋼・非鉄 １６ ２８ １２．５ １２．５ ２５．０ ２５．０ ４３．８ １８．８ ６．３ ０．０ １８．８ １２．５
金属製品 ２３ ３８ ４．３ ０．０ ５２．２ １３．０ ５６．５ ４．３ ４．３ ０．０ ４．３ ２６．１
一般機械 ２３ ４８ １７．４ ２１．７ ３４．８ ３０．４ ５６．５ ８．７ １３．０ ０．０ ８．７ １７．４

電子部品・電気機械 １５ ２５ １３．３ ２０．０ １３．３ ６．７ ４０．０ ２０．０ １３．３ ０．０ ６．７ ３３．３
輸送用機械 ２７ ５１ ３．７ １１．１ ２９．６ ２５．９ ５５．６ ３．７ １１．１ ３．７ １１．１ ３３．３
その他製造業 １１ １２ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １８．２ ０．０ ０．０ ９．１ ０．０ ８１．８
非 製 造 業 ２５９ ３３２ １．５ ２．７ １６．６ ２．７ １８．９ ５．０ １．９ ２．７ １９．７ ５６．４

漁業 ６ ７ ０．０ ０．０ １６．７ ０．０ １６．７ ０．０ ０．０ １６．７ ５０．０ １６．７
建設業 ６３ ８３ １．６ １．６ １４．３ ４．８ １９．０ ７．９ １．６ １．６ １９．０ ６０．３
卸売業 ５２ ６６ ３．８ １．９ １３．５ ５．８ １１．５ １１．５ ３．８ １．９ １９．２ ５３．８
小売業 ４７ ５８ ０．０ ０．０ １４．９ ２．１ １４．９ ０．０ ０．０ ６．４ １４．９ ７０．２
不動産業 ７ ７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １４．３ ０．０ ０．０ ０．０ １４．３ ７１．４

輸送・倉庫業 ２９ ３５ ０．０ ６．９ ２０．７ ０．０ １３．８ ３．４ ０．０ ０．０ ２４．１ ５１．７
ホテル・旅館業 ２１ ３４ ０．０ １４．３ ２３．８ ０．０ ５２．４ ０．０ ９．５ ４．８ ２３．８ ３３．３
サービス業 ３４ ４２ ２．９ ０．０ ２３．５ ０．０ ２０．６ ２．９ ０．０ ０．０ １７．６ ５５．９

海外との取引内容（複数回答：３個まで）

三県合計 回答
先数

回答数
（合計）

構成比（％）

直接的な
輸出取引

海外へ輸出
される製品
に部品・材
料を供給

直接的な
輸入取引

海外製の
部品・材
料を使用

海外に拠
点有

海外企業
に生産委
託

訪日外国人
観光客への
サービス提
供

その他 海外との
取引なし

全 産 業 ４４４ ５４３ １１．７ ８．６ １０．６ ９．０ ６．１ ４．１ ５．６ ４．５ ６２．２
製 造 業 １８９ ２５４ １８．５ １６．９ １２．２ １４．３ １１．１ ７．４ ０．５ ３．２ ５０．３

食料品 ２７ ３１ １１．１ ０．０ １１．１ ７．４ １１．１ ３．７ ３．７ ３．７ ６３．０
繊維製品 ５ ６ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ８０．０

化学・石油製品 １６ ２５ ３７．５ １２．５ １８．８ １２．５ １２．５ １２．５ ０．０ ０．０ ５０．０
窯業 ３ ４ ０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ３３．３

土石・生コン ２５ ２５ ０．０ ０．０ ８．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ９２．０
窯業・土石・生コン ２８ ２９ ０．０ ３．６ １０．７ ３．６ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ８５．７

鉄鋼・非鉄 １６ ２５ ３７．５ ３１．３ １８．８ ３１．３ １２．５ ６．３ ０．０ ０．０ １８．８
金属製品 ２３ ３１ ４．３ ３９．１ ８．７ ２１．７ １３．０ １３．０ ０．０ ４．３ ３０．４
一般機械 ２３ ４１ ４３．５ ２６．１ ２１．７ １７．４ ２６．１ １３．０ ０．０ ４．３ ２６．１

電子部品・電気機械 １５ ２２ ２６．７ ２６．７ １３．３ １３．３ ２０．０ ６．７ ０．０ ０．０ ４０．０
輸送用機械 ２４ ３２ ２０．８ １６．７ ８．３ ２０．８ ８．３ １２．５ ０．０ ４．２ ４１．７
その他製造業 １２ １２ ０．０ ８．３ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ８．３ ８３．３
非 製 造 業 ２５５ ２８９ ６．７ ２．４ ９．４ ５．１ ２．４ １．６ ９．４ ５．５ ７１．０

漁業 ５ ６ ４０．０ ２０．０ ０．０ ２０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ２０．０ ２０．０
建設業 ６０ ６２ １．７ ０．０ ３．３ ８．３ １．７ ０．０ ０．０ ３．３ ８５．０
卸売業 ５２ ６５ １７．３ ９．６ １９．２ １．９ ３．８ ５．８ １．９ ３．８ ６１．５
小売業 ４５ ５０ ０．０ ０．０ １１．１ ８．９ ０．０ ２．２ ２．２ ４．４ ８２．２
不動産業 ９ ９ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １１．１ １１．１ ７７．８

輸送・倉庫業 ２９ ３２ １３．８ ０．０ ６．９ ０．０ ６．９ ０．０ ０．０ １０．３ ７２．４
ホテル・旅館業 ２０ ２６ ５．０ ０．０ ５．０ ５．０ ０．０ ０．０ ９０．０ １０．０ １５．０
サービス業 ３５ ３９ ０．０ ０．０ １１．４ ２．９ ２．９ ０．０ ８．６ ２．９ ８２．９

海外との取引（含間接取引）が売上に占める割合

三県合計 回答
先数

構成比（％）

なし １％～２０％ ２１％～４０％ ４１％～６０％ ６１％～８０％ ８１％～

全 産 業 ４６７ ６６．４ ２３．８ ５．６ ２．４ １．５ ０．４
製 造 業 １９４ ５４．６ ２９．４ ８．８ ５．２ ２．１ ０．０

食料品 ２９ ７２．４ ２４．１ ３．４ ０．０ ０．０ ０．０
繊維製品 ５ ８０．０ ２０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

化学・石油製品 １６ ５０．０ ４３．８ ０．０ ６．３ ０．０ ０．０
窯業 ４ ２５．０ ７５．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

土石・生コン ２７ ９２．６ ７．４ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
窯業・土石・生コン ３１ ８３．９ １６．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

鉄鋼・非鉄 １６ ３１．３ ４３．８ ２５．０ ０．０ ０．０ ０．０
金属製品 ２２ ３６．４ ５４．５ ４．５ ４．５ ０．０ ０．０
一般機械 ２４ ２９．２ ２９．２ ２５．０ １２．５ ４．２ ０．０

電子部品・電気機械 １５ ４６．７ ２０．０ ２０．０ １３．３ ０．０ ０．０
輸送用機械 ２４ ４１．７ ２５．０ ８．３ １２．５ １２．５ ０．０
その他製造業 １２ ８３．３ １６．７ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
非 製 造 業 ２７３ ７４．７ １９．８ ３．３ ０．４ １．１ ０．７

漁業 ５ ２０．０ ８０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
建設業 ７２ ９１．７ ８．３ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
卸売業 ５５ ６１．８ ２７．３ ５．５ １．８ １．８ １．８
小売業 ４４ ７９．５ １５．９ ０．０ ０．０ ４．５ ０．０
不動産業 ９ ８８．９ １１．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

輸送・倉庫業 ３０ ７３．３ １６．７ ６．７ ０．０ ０．０ ３．３
ホテル・旅館業 ２１ ２３．８ ６１．９ １４．３ ０．０ ０．０ ０．０
サービス業 ３７ ８９．２ ８．１ ２．７ ０．０ ０．０ ０．０
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